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渡　邉　賢　一

国土交通省は，国土交通行政における技術開発等を含む技術政策の基本的な指針として，平成 29 年度
から平成 33 年度までの 5か年を計画期間とする，新たな「国土交通省技術基本計画」を策定した。
この「国土交通省技術基本計画」は，技術政策の基本方針を示し，技術研究開発の推進，技術の効果的
な活用，技術政策を支える人材の育成等の重要な取組を定めるものである。
新たな計画では①人を主役とした IoT，AI，ビッグデータの活用，②社会経済的課題への対応，③好
循環を実現する技術政策の推進，を 3つの柱として掲げ，新たな価値の創出により生産性革命，働き方改
革を実現し，持続可能な社会を目指すものとなっている。
キーワード：‌�国土交通省技術基本計画，超スマート社会（Society 5.0），生産性革命，働き方改革，規制・

基準の見直し

1．はじめに

国土交通省は，国土交通行政における技術開発等を
含む技術政策の基本的な指針として，平成 29 年度か
ら平成 33 年度までの 5か年を計画期間とする，新た
な「国土交通省技術基本計画」を策定した。
この「国土交通省技術基本計画」は，科学技術基本

計画，社会資本整備重点計画，交通政策基本計画等の
関連計画等を踏まえ，持続可能な社会の実現のため，
国土交通行政における事業・施策のより一層の効果・
効率を向上させ，国土交通技術が国内外において広く
社会に貢献することを目的に，技術政策の基本方針を
示し，技術研究開発の推進，技術の効果的な活用，技
術政策を支える人材の育成等の重要な取組を定めるも
のである。運輸技術審議会答申（平成 12 年 12 月），
社会資本技術開発会議答申（平成 14 年 7 月）の両答
申を踏まえ，平成 15 年に第 1期計画を策定しており，
今回，第 4期となる。
新たな計画では，近年の科学技術の大きな変革と

いった状況や，社会経済的課題，第 3期計画の課題を
踏まえ，
①人を主役とした IoT，AI，ビッグデータの活用
②社会経済的課題への対応
③好循環を実現する技術政策の推進

を 3つの柱として掲げ，新たな価値の創出により生産
性革命，働き方改革を実現し，持続可能な社会を目指

すものとなっている（図─ 1）。
今回の計画策定にあたっては，社会資本整備審議会・
交通政策審議会の技術部会において有識者により熱心
な議論を頂くとともに，関係する業界団体，学会への
ヒアリングはもとより，今回の新たな試みとして，幅
広い業界の企業経営者からもヒアリングを実施し，パ
ブリックコメントも含め，頂いた様々なご意見を計画
に反映した。
以下，3つの柱立てに沿って，計画の概要を説明す
る。

2． 人を主役とした IoT，AI，ビッグデータの
活用

本計画の 1つ目の柱として，人を主役とした IoT，
AI，ビッグデータの活用がある（図─ 2）。現在，飛
躍的な発展を遂げる ICT やネットワーク化による第
4次産業革命を迎えており，この流れを社会にまで適
用する「超スマート社会（Soceity 5.0）」に向けた取
組が政府で進められている。この，IoT，AI，ビッグ
データ等と，人の創造性を融合することで，常に人を
中心に考え，人の力を高め，新たな価値を創出するこ
とが可能となっている。

（1）新たな価値の創出と生産性革命の推進
このため，本計画では，IoT，AI，ビッグデータ等
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を技術政策の全てにおいて徹底活用する検討を行い，
賢く使っていくこととしている。これにより，公共サー
ビスを改善し，新たなサービス，ビジネスを創出し，

生産性革命の推進，競争力の強化を進め，多様な働き
方を実現，そして，社会経済を発展させ，豊かな国民
生活を実現する。

図─ 1　第 1 章　技術政策の基本方針（概要）
図の詳細については，国土交通省の HP にて確認されたい。http://www.mlit.go.jp/common/001179532.pdf

図─ 2　第 2 章　人を主役とした IoT，AI，ビッグデータの活用（概要） 
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ただし，検討にあたっては，日進月歩で進化する
ICT と，設計から廃棄まで数十年，百年を超える社
会資本の時間的スケールの違いや，進化のスピードの
違いについて，十分な留意が必要である。

（2）基準・制度等の見直し・整備
現在の基準や制度等は，従来の技術や体制，課題等

を前提として形作られているため，新たな技術の導入
時には，必要に応じて基準，規制，制度等の整備や見
直しを行う。
特に，プロセス全体の最適化を目指す全体最適の考

えを導入する。導入にあたっては，製品やシステムの
開発において，設計技術者から製造技術者まで全ての
部門の人材が集まり，諸問題を討議しながら協調して
同時に作業にあたる生産方式「コンカレントエンジニ
アリング」（出典：大辞林）や，システム開発や製品
製造の分野で，初期の工程において後工程で生じそう
な仕様の変更等を事前に集中的に検討し，品質の向上
や工期の短縮化を図る「フロントローディング」（出典：
（一財）日本建設情報総合センターHP）の考え方が有
効である。

（3）人材の強化・育成と働き方改革
さらに，IoT，AI，ビッグデータ等の導入により仕
事の仕方が大きく変わるとともに，これにより新たな
価値がもたらされ，また新たな市場創出につながる可
能性を秘めている。このような変化に対応するために
は，科学技術の進展に対応した人材育成が必要である。
このように，技術の導入，普及，基準制度等の見直
し，人材育成の取組等が仕事の仕方を変え，多様な働
き方を可能とし，あらゆる人材が活躍できる働き方改
革を実現する。

3．社会経済的課題への対応

2 つ目の柱は，社会経済的課題への対応である（図
─ 3）。加速するインフラの老朽化，切迫する巨大地
震，激甚化する気象災害，少子高齢化，人口減少，地
方の疲弊，厳しい財政状況，激化する国際競争，大規
模災害からの復旧・復興，地球規模課題への対応，技
術への信頼といった現状の諸課題に対して，第 3期計
画に継続して
①�国民の経済・社会活動の基盤となっている社会資
本，交通・輸送システムの更なる「安全・安心の

図─ 3　第 3 章　社会経済的課題への対応（概要）
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確保」
②�豊かで質の高い生活を確保するため我が国の優れ
た技術や経験を活かす「持続可能な成長と地域の
自律的な発展」

③�様々な技術の基盤となる「技術基盤情報の整備」
とともに，600 兆円経済の実現や，生産年齢人口の減
少に伴う人手不足への対応を進めていくため，今回の
計画では，第 4の重点分野として，
④「生産性革命の推進」

を位置づけた。
これら 4つの分野に対して，本計画では，技術研究

開発等の課題と社会資本整備重点計画等に位置づけら
れた施策との関連を明確化しつつ，事業や施策の遂行
に必要となる技術研究開発，技術基準の作成等の技術
政策を個々位置づけ，推進していくこととしている。
なお，本計画の検討中に，地下空間の安全確保が喫

緊の課題とされたことから，社会資本整備審議会・交
通政策審議会の技術部会の下に，地下空間の利活用に
関する安全技術の確立に関する小委員会が設置され，
議論が進められているところであるが，「技術基盤情
報の整備」の分野に「地盤情報の集積・共有による地
下空間の安全」を位置づけたところである。

4．好循環を実現する技術政策の推進

3 つ目の柱は，好循環を実現する技術政策の推進で
ある（図─ 4）。技術は国民のためにあり，技術研究
開発の成果が社会に実装され，国民に還元されなけれ
ばならない。開発された技術が使われない「死の谷問
題」を乗り越えるため，ユーザーがニーズを具体的に
提供するなど，使われる技術を開発するシステムとす
る。そして，その技術が使われ，評価されることで，
改善など更なる技術開発が進み，優れた技術の普及に
つながるイノベーションのスパイラルアップが連続す
る好循環を実現する。

（1）オープンイノベーションの推進
まずは，昨今の一組織での技術開発が困難になりつ
つある状況において，外部の知識や技術を積極的に取
り込むオープンイノベーションの取組が強く求められ
ているところである。この取組にあたっては，ニーズ
に基づいて産学官による自律的で有効な技術開発を促
進していくことが重要であり，オープンデータ化の推
進によって，新たな施策の立案や，新規産業分野の構
築につなげていく必要がある。

図─ 4　第 4 章　好循環を実現する技術政策の推進（概要）
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さらには，グローバルな競争の中で拡大する協調領
域に対応した産学官の連携に向けて，人・知・財が結
集する，コンソーシアム等の場の形成が重要である。
このほかにも，開発に係る助成・補助制度の拡充によっ
て，オープンイノベーションを推進する。

（2）技術の効果的な活用
開発された技術を効果的に活用するため，新技術活

用システムの再構築なども含め，現場における活用体
制を整備・拡充する。また，企業による技術研究開発
を促進するため，技術の差別化が企業の価値を生む調
達方式を活用する。ただし，その活用にあたっては，
革新的技術の初期段階における脆弱な価格競争力に配
慮する必要がある。
加えて，採算性を単なるコスト縮減や維持管理を含

めたトータルコストの縮減と捉えることなく，工期短
縮や労働力不足対応，品質や安全性向上等，社会経済
が必要とする技術を積極的かつ適正に採用することが
重要である。
このほか，研究開発の評価，老朽化施設・設備の更

新，我が国の技術の強みを活かした国際展開，技術政
策を支える人材育成，技術に対する信頼の確保等に関
わる取組を進めることで，好循環を実現する技術政策
を推進していくこととしている。

5．おわりに

前述のとおり，第 4期国土交通省技術基本計画の概
要を述べたが，詳細については，国土交通省のHPに
も掲載している計画の本体を見ていただきたい。
特に，本計画のあとがきにおいて，日々変化する科
学技術の進展，国内及び国際的な社会経済情勢の中
で，これからの技術政策を実施するにあたっては，国
土交通省の使命の下，常に新たな視点を持つことが重
要であり，例として次の 6つの分野を掲げている。
①グリーンイノベーション
②地下空間
③移動
④メンテナンス
⑤防災
⑥新素材・新工法
国土交通省では，平成 29 年度以降，本計画に基づ
いて，技術政策の具体化を図っていくこととしてお
り，技術が支える事業・施策を通じて魅力のある社会・
経済・国民生活を実現していきたい。
�
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